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１． はじめに

　ファミリービジネスは、経営学やファイナンス

の分野ではこれまで盛んに研究がなされてきた。

しかしながら、会計分野ではファミリービジネス

（以下ファミリービジネスをFB、非ファミリービ

ジネスをNFB、創業者一族をファミリーとする）

が研究対象となることは多くはなく、研究蓄積も

少ない。本稿は、これまで会計分野でFBを対象

として行われた研究をレビューし、FBの会計的

特徴をまとめる。そして、2015年６月に東京証

券取引所から公表された「コーポレートガバナン

ス･コード」において実質的に社外取締役の選任

が義務化されたことに鑑み、社外取締役がFBに

おける実体的利益マネジメントの抑制に有効か否

かを検証する。

２． 会計分野におけるファミリービジ

ネス研究

　会計分野におけるFB研究は、経営学やファイ

ナンス等の分野で展開された理論フレームワーク

に則って、主に実証的なアプローチによって行わ

れている。Prencipe et al. ［2014］は、37本（うち
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　本稿では、会計分野でファミリービジネスを対象として行われた先行研究をレビューし、ファミリービジネス

の会計的特徴をまとめた。また日本のデータを用いて、ファミリービジネスにおける社外取締役が実体的利益マ

ネジメントの抑制に有効か否かについて検証を行った。検証の結果、社外取締役は一般的に実体的利益マネジメ

ントを抑制するが、ファミリービジネスと非ファミリービジネスではその程度に差異はないことが示唆された。
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